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Ⅰ．事業の概要
１．趣　旨



犯罪のない安全・安心なまちづくりを推進することを目的に、地域における自発的な防犯活動を支援するため、防犯カメラを新たに設置する町(内)会・自治会等に対し、その設置費用の一部を補助します。
２．補助対象者



泉佐野市に所属する町(内)会・自治会、市内の同じ区域に居住する概ね10世帯以上で構成され、代表者が選任されている団体
３．補助対象となる防犯カメラの機能等



不特定多数の者が利用する場所に向けて常設する映像撮影装置で、以下の機能を備えたもの
	撮影機能
	・画素数が３８万画素以上であること。
・１秒間に４コマ以上撮影可能であること。
・プライバシーマスク機能（映像を映さない部分を設定できる機能）を有すること。
・作動時間が１日２４時間であり、夜間も人物等が特定できるものであること。（最低被写体照度が「０．５ルクス以下」の性能以上のもの）
・防水・防塵性構造であること。
・逆光補正機能を有すること。

	録画機能
	・録画記録時間が７日（１日２４時間）以上であること。
・記録間隔が１秒間に４画面以上であること。
・録画した画像をＳＤカード、ＵＳＢメモリ等の記録媒体により取り出せること。


４．補助対象経費



対象となる経費は次のとおりです。
（1）防犯カメラの購入費
（2）専用ポール設置工事費
（3）ケーブル設置工事費
（4）防犯カメラの設置を示す看板及び防犯カメラの設置地域であることを示す看板等の設置費
（5）その他設置に必要な費用

※ 保守費用、修理費用、電気料金等の維持管理に要する費用及び地代、占用料等の設置場所の確保に要する費用は対象となりません。
５．補助金額等



補助金額は補助対象経費の額（千円未満切捨て）で、防犯カメラ設置１台につき上限２０万円、令和9年度の補助台数は、補助制度活用を希望する１町(内)会・自治会等１台を上限とします。
６．補助にあたっての要件



（1）防犯カメラの設置場所については、街頭犯罪等を未然に防ぐため、泉佐野警察署の助言を受けてください。
（2）防犯カメラの適正な管理運用を行うため、防犯カメラ管理運用規程を策定してください。なお、策定にあたっては、管理責任者等の指定を行うとともに、記録画像は個人情報であることから、犯罪の発生の確認等に限定した利用の制限を明記するなどプライバシーの保護に十分配慮してください。
（3）防犯カメラの撮影対象区域内の住民等から、防犯カメラの設置について同意を得てください。
（4）防犯カメラ設置場所の所有者等から占用許可等を受けてください。
（5）防犯カメラの設置による犯罪抑止効果を最大限に引き出すため、防犯カメラの設置を示す看板を取り付けてください。また、地域で防犯カメラの設置を促進していることを示す看板等の設置に努めてください。
（6）防犯カメラは、継続して６年以上設置してください。
７．設置後の維持管理費について



本市が令和7年4月より市内４８箇所で運用している防犯カメラ（プロテック(株) PROA113-IRA）の場合、令和7年度の電気代が年間約4,000 円、共架料は、関電柱が年間1,400円、NTT柱が年間1,200円かかります。この他、定期点検などのメンテナンス費用、映像記録媒体など消耗品についての費用が必要となりますが、これらの費用は、機種により異なりますので、詳しくは取扱業者にお問い合わせください。


Ⅱ．補助金交付の流れ

１．交付申請（町(内)会・自治会等 ⇒ 市）


補助金の交付を受けようとするときは、防犯カメラの設置に着手する前に、防犯推進事業費補助金交付申請書（様式第2号）に、下記の書類を添えて申請してください。

【提出書類】
申請書
防犯推進事業費補助金交付申請書（様式第2号）

添付書類
・補助事業計画書（様式第3号）
・補助事業収支予算書（様式第4号）
・設置（予定）場所状況表（様式第5号）
・設置（予定）場所の位置図及び現況写真
・撮影対象区域を記載した平面図
・撮影対象区域内の住民等の設置同意書の写し
・設置機器の概要・機能等を記載したカタログ等の写し
・補助対象経費に係る見積明細書の写し

２．交付決定（市 ⇒ 町(内)会・自治会等）


交付申請の内容を審査のうえ交付決定をしたときは、防犯推進事業費補助金交付申請審査結果通知書（様式第６号）により通知します。

※防犯カメラの設置工事は、必ず市からの交付決定後に着手してください。
（交付決定前に着手した場合、補助対象とはなりませんのでご注意ください）

また、道路使用許可、道路占用許可等が必要な場合においても、許可後に着工してください。

※道路使用許可申請は工事着工前に警察署へ申請していただく必要があります。（申請手数料が必要）
（なお、工事業者又は、町(内)会・自治会等の方が警察署へ申請していただく必要があります。）


３．実績報告（町(内)会・自治会等 ⇒ 市）


防犯カメラの設置が完了したら、補助事業実績報告書（様式第10号）に下記の書類を添えて提出してください。



【提出書類】
申請書
補助事業実績報告書（様式第10号）

添付書類
・補助事業収支決算書（様式第11号）
・設置（完了）場所状況表（様式第5号）
・設置に係る契約書又は請書の写し
・設置に係る仕様書及び設置図面の写し
・設置に係る工事完了届又は納品書の写し
・補助対象経費に係る請求書及び領収証の写し
・防犯カメラ管理運用規程
・防犯カメラ及び表示板の設置後の現況写真
・防犯カメラの撮影状況を示す写真
・占用許可等を受けていることを証す書面の写し

４．確定通知（市 ⇒ 町(内)会・自治会等）


実績報告の内容を審査のうえ補助金額を確定し、防犯推進事業費補助金交付確定通知書（様式第12号）により通知します。

５．交付請求（町(内）会・自治会等 ⇒ 市）


確定通知書を受けた後、防犯推進事業費補助金交付請求書（様式第1３号）を提出してください。

６．補助金交付（市 ⇒ 町(内)会・自治会等）


交付請求書が提出された後、指定された口座に補助金を振り込みます。


Ⅲ．防犯カメラの設置場所について
大きく区分して、次の４つに分類されますが、必要な手続等が異なりますので参考としてください。（※これ以外にも手続を求められる場合があります。）
	区　分
	許可条件
	設置方法
	必要な手続等

	民有地内
	・所有者等の承諾が必要
	・建物や既存の柱等へ添架
	所有者との話し合い
① 承諾書

	公園の敷地内
	・公園の利用及び維持管理上支障を及ぼさず、一定の基準に適合する場合に限り許可されます。
・設置場所や設置方法で基準が異なりますので、事前に公園管理者と協議が必要です。
	・公園灯などの公園施設へ添架
・専用の柱を設　　置　
	公園管理者との協議
① 公園占用許可等

	公共施設の
敷地内
	・施設や設備の管理に支障を及ぼさないことが必要で、事前に施設管理者との協議が必要です。
※事前に住民生活課にご相談ください。
	・建物や既存の　柱等へ添架
	施設管理者との協議
① 使用許可、設置承認等

	道路の敷地内
	・道路の敷地外に余地がないためやむを得ないものであり、かつ、一定の基準に適合する場合に限り許可されます。
・設置場所や設置方法で基準が異なりますので、事前に道路管理者や設備管理者との協議が必要です。
	・街路灯へ添架
	道路管理者との協議
① 道路占用許可
② 道路使用許可

	
	
	・電力柱・NTT柱へ添架
※各事業者との事前協議が必要となります。
	


※「問合先一覧」参照
・道路以外に設置する場合、道路上にせり出さないように設置してください。
・設置場所については、設置後のメンテナンス・撤去時の現状復旧や警察等からの記録データの提供依頼への対応等も含め検討することが大切です。
・電力柱に設置する場合、事前の共架申請が必要となります。また、設置作業には電気取扱業務に係る一定の資格が必要となります。事前に関西電力までお問い合わせください。
・NTT柱に設置する場合、事前の共架申請が必要となります。申請手続きについてはNTTまでお問い合わせください。
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